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１．はじめに  これまでの商学研究所の活動の位置づけ 
これまで，商学研究所の実態調査プロジェクトでは「大学と地域の共生」というテーマの
下、2002 年度から 2004 年度の三年間に亘り活動を行った。活動の概要は、（1）主として基
礎的調査、研究会開催、交流会の運営、報告書作成（2002、2003 年度）、（2）具体的な活動
テーマとして「生田緑地の活性化」を決定し、関連する調査研究、交流会、そして授業や大
学講座での教育・学生活動、報告書作成（2004 年度）である。既に、これらの活動報告は、
１．『大学と地域の共生－まちづくりを考える－』（2004）ならびに２．『大学と地域の共生－
商学研究所実態調査プロジェクト 2004 年度報告書－』（2004）として発行した。共同研究者
である筆者は、１．においては「多摩区のまちづくりを考える－施策概要から見た新たな活
動の可能性－」、２．においては「都市アメニティとしての生田緑地－その潜在力と周辺地域
の活性化を探る－」を分担執筆した次第である。 
ここで簡単に、本調査研究プロジェクトの活動の概要を提示しておく。 
われわれの大学と地域の共生に関する調査研究活動は、概ね①基礎的調査、②研究会の開
催、③コミュニティ倶楽部の提案、④学生参画活動の誘導と報告会開催という５つの内容に
亘るものであった。年度別の活動は、以下の通りである。 
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 2002 年度 
１．プロジェクトメンバーの問題意識の共有   
２．区政担当者との定例ミーティング 
３．研究会開催 等 
（１）「街づくり」授業の事例研究; 国立市における 一橋大学事例 
（２）「KS パートナーシップ」と「学外特別研修」について 専修大学事例 
内容；４大学連合のあり方、地域産官学公市民の交流、参画型授業手法、企業家精神 
育成教育プログラム（インターンシップ）、川崎市と連携、多摩区の調査分析等 
2003 年度 
１．多摩区のニーズに合致する活動の検討 
２．多摩区の市民活動に関する追跡調査 
３．川崎市の施策の調査・整理 
４．地域貢献教育プログラムの検討 等 
2004 年度 
2004 年は、具体的な活動テーマを「生田緑地の活性化」とした。これは、区政担当者との
ミーティング、これまでの川崎市の施策の提言ならびにわれわれの地域特性への関心の高い
こと等の接点から決定したものである。つまり、2003 年度度までの調査研究を踏まえ、多摩
区が抱える課題を見直すと、たとえば産業育成、地場の産業や商業の活性化、都市近郊のま
ちづくり、近郊農家の経営、自然資源の整備と有効利用などがある。その中でも、川崎市の
公園緑地の中でも 180 ㌶弱という自然資源を保有する「生田緑地」に焦点を当て、緑地の活
性化が最も重要かつ関心の高いテーマとなった次第である。さらに、調査研究を掘り下げる
ための有効な手法として、「コミュニティ倶楽部」の運用を提案したものである。 
活動テーマ；「生田緑地の活性化」 
１．多摩市民活動の調査、「コミュニティ倶楽部」の運用のあり方 
２．地域企業人へのインタビュー調査 
３．多摩区民祭への参加 
４．複数の学生参画活動の指導とその報告会開催 等 
 以上が、2002 年～2004 年の三年間の実態調査プロジェクトの活動概要である。内容の詳細
については、後の３．で３年間にわたる商学研究所の活動経緯を述べることとする。 
 
２．地域に根ざす大学の役割 
そもそも、地位に根ざす大学の役割とは何か。大学、地域自治体いずれも優れた知的資源
を有する組織体であるが、相互連携による活動という視点では、残念ながら多くの場合、大
学と自治体の相互作用による成果を上げる有効な仕組みで機能を発揮しあい実践している状
況とは言い難い。いわゆる産学連携による活動目標を提示し、具体的にどう活動系として組
み込むのか、また期待される成果とは何かを先ずは議論しておかねばならない。そして、活
動を維持するために、大学と自治体、地域市民との間の新たな交流系、相互の機能分担と効
率的な組織の機構を用意しなければならない。 
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さらに、大学人が地域と関わる場合、それぞれの専門性を基礎とした接近がなされるが常
である。筆者の場合は、専門領域が商品学、商品開発論であることから、地域社会を支える
構成員に対する「消費者教育」という切り口で先ずは接近することとした。これらについて
順に以下で述べよう。 
 
２－１．大学の多様な経営資源をどう活かすのか 
ここで、（１）大学側の意識ならびに（２）地域社会との関連性から考察しておく。また、
ここで対象となる（３）「地域」の範囲についても、想定出来る可能性を示しておこう。   
（１）大学側の意識 
 大学が、地域に対し何らかの役割を果たす、関わりを持つということは、先ずは、大学が
備えている経営資源を前提とする議論となる。それは、一体どのようなものなのか。資源と
しての人、モノ、情報、技術、場に関しては、確かに専門性の高い多くの資源を保有してい
る組織体といえる。具体的な側面を見れば、たとえばモノや場としては、図書館、情報科学
センター等多くの知的財産がストックされた研究・教育環境の場であろう。 
また人、情報、技術としては、学問的な専門家集団としての教員集団、個人の研究成果の
還元や協力体制、他方で教員の活動をサポート・調整する職員の効率的な組織力と機動力、
また多様な参画活動力を備えた学生集団、さらにそれぞれのネットワーク力等が容易に想起
される。 
そしてそれらが地域に向けて関与し活動するは、活動対象、役割・機能、運用形式等でそ
れぞれ内容は多岐に亘っている。活動対象、役割・機能、運用形式別に見れば、次のような
内容となろう。 
 ■活動対象･･･ 地域産業・経済･商業活動、街づくり、市民活動、市民生涯教育 
 ■役割・機能･･･リーダー、協力・協働・支援、学習／教育指導、場の提供 
■運用形式･･･ 講師派遣、協力･連携、授業提携、公開講座、事業化、調査・研究 
つまり、大学が備えたこうした多彩な経営資源が、直接的乃至は間接的に地域へ還元す
る仕組みの導入と構築が、地域社会に対する今日的な大学の役割であり、大いなる課題
と指摘しておこう。 
（２）地域社会との関連 
他方、地域社会が備えている特性を前提とした場合、それらの地域の特性を教育の場にど
う反映させるか、連携できるかという議論も重要と考える。地域側と大学側から考えておき
たい。 
＜地域社会＞ 
地域社会が大学に「何」を期待するのか。⇒「知的資源、マネージメント力、実践力」 
多様な知的資源の活用への期待が先ずは挙げられるが、さらに直接地域活動に関わる者の
活動を推進するマネージメント能力（責任者としての機能の発揮）、そして実効性の高い実践
力への期待も大きい。また、対象となる具体的活動、期待されることは、概ね次の内容とな
ろう。  
■ ニーズ･･･ 経営指導、技術研究開発、市民公開講座開講・市民交流、起業化支援、
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情報ネットワークの活用、学生参画・若者の動員力等 
＜大学＞  
大学が、地域社会に何を期待するのか。⇒「教育・学習の場、知的資源による貢献」 
大学側にとって先ずは、「地域性」を教育現場へどう反映させるかということに関心事が置
かれよう。その上で、期待される教育的効果として、学生にとっての実践的な教育・学習の
機会が挙げられる。さらに多様な機会や個々の研究者による知的資源の還元、協働も挙げら
れる。中でも、研究者が医学部、薬学部、理工学部、建築学科等の専門分野であれば地域企
業との共同研究開発も積極的になされる。 
■ ニーズ･･･ 学生の実践型学習の機会、知的資源の地域社会貢献、地域経済・商業開
発、個別共同研究開発、自然環境の維持・管理の協力活動等 
 特に、学生の実践型学習の教育プログラムの内容としては、地域の環境資源の学習と環境
教育、地域産業・経済・商店街に関する実践学習、市民活動との共同化、学生地域内起業等
を通して、学生達の創造性や意志決定のプロセスの学習、協調性の開発、企業家精神の醸成
教育等多くの教育効果、変化が期待される。 
（３）「地域」の範囲  
地域との連携；地元地域（従来の連携型）⇔ 他の近隣地域、全国各地（新たな連携型） 
ここで想定される「地域」のとらえ方として多様な理解がなされよう。たとえば、従来ま
での理解の域である地元、そして他の近隣地域、さらに新たには全国に広がる各地域なども
想定できるだろう。地元という区域だけではないということだろう。これらの地域と大学と
の接点で考えれば、従来までの固定した地元と所在する大学との連携から、あるいは他の近
隣地域ないしは遠隔地域に対して、大学が備えた機能に特化するいわゆる「大学の機能」の
側面からの連携形態、たとえば「スクール・パートナーシップ」等が考えられる。 
事例を挙げれば、「早稲田大学と墨田区の活性化事業提携」（墨田区は、中小企業の集積地、
江戸文化という文化的資源が存在、都市計画や建築学専攻の大学人・学生には京島、向島地
区の木造住宅密集地域としての研究テーマが多い等）の例。さらに大学という施設誘致から
機能誘致への発想の転換を図った岩手県水沢市が実施する「水沢市交流カレッジ事業」（大学
の知的資源を多様な「地域学習」という接点から地域に導入する観点に立つ）例。この事例
は、３つのテーマ「鋳物交流カレッジ」「文化財交流カレッジ」「スポーツ健康科学交流カレッ
ジ」を掲げ、それぞれパートナー大学を決めて提携する。それぞれ岩手県立産業技術短期大
学、大谷女子大学（大阪府富田林市）、順天堂大学スポーツ健康科学部（千葉県印旛府）であ
る。これらのカレッジが、地域における新しい企画や事業を生み出す装置として機能してい
る。正しく、新しい大学と地域の交流系、また地域の多様な活性化となる有意義な活動であ
り、また、大学側にすれば、現場における実践的な教育革新となる活動系と指摘できる。 
さらに、現在、多くの大学で活発に開催されている「オープンカレッジ」があるが、従来
までの高校生向けのカレッジ・プログラムではなく、一般社会人・市民を対象としたいわば
「社会知性」の開発という視点で開催・運営されるもの（たとえば、本学の各大学院研究科
が開催する公開セミナー等）の例等は、新しい連携のあり方といえる。 
こうした大学と自治体、そして地域との交流、活動への参加を想定し、また後述する商学
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研究所が行ってきた多様な活動を想定して、次に一般の社会科学系大学がコミュニティと関
与する活動系を整理・提示しておこう。図１には、主として本学商学研究所の活動をベース
として整理した内容であるが、そこには多様な可能性が未だ多いことも指摘しておきたい。 
 
図１．大学とコミュニティとの新たな連携 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
但し、活動する人の印；○ 市民   △ 企業人    ● 大学人 
           □ ＮＰＯ  ▲ 自治体職員    学生 
 
２－２．研究者としての関与の軸足 ―消費者教育の社会化― 
先に、大学に期待されることとして「知的資源、マネージメント力、実践力」を指摘した。
大学あるいは個々の研究者が関与する地域社会の課題は実に多様になる。先に述べたように
医学系～理工系領域等の専門領域の個別共同研究開発の場合や、大学機関が地域企業あるい
は他の機関との間に具体的な研究開課題に対してシンクタンク機能を適用する場合を除き、
一般的に、地域社会の多くの課題へ大学が関与する場合、個々の研究者の専門性に裏打ちさ
れたいわば「緩やかな関与」が実質的な姿であろう。つまり、研究者の関与を通して活動の
ポテンシャルを高めることを前提に、さらに彼らには活動推進に際した適切なマネージメン
ト力も自ずと期待される。 
さて、本題に関した関与のあり方を考えてみよう。そもそも、大学（人）が関与する「街
づくり」議論には、多様な地域の議論が混在する。その中からいくつか代表的な議論の対象
OB
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に入るものを指摘しておこう。 
・固有（狭い）･･･地域整備、事業・商業、ご近所の課題・問題 →個別情報に関わる活動 
・共有（広い）･･･自然環境や景観、市民活動、自治体サービス、情報ネットワーク 
 われわれ大学人は研究者として、このような活動や課題に少なからず貢献したり、協働作
業を行うことになる。そこでは先ずは、研究者としての専門性が関与の軸足となる。こうし
た軸足を研究者本人が認識し目標設定をすること、そして共同作業を行う関係者ともそのこ
とを共有することは活動に際して注視することと指摘しておきたい。 
筆者の研究領域からいえば、商学研究（商品学･マーケティング）からの接近となる。 
■ 筆者の軸足 ⇒ 商品学の研究活動領域 ･･･「消費者教育の社会化」 
① 研究対象に対して、「商品の社会性」を考察するアプローチを適用し、社会的生活
者の立場から「街づくり」論に関与する。 
② 研究対象に対して、個人の考えや行為を超え、より抽象的観点から研究意識を持
つこととし、地域全体の「快適性;Amenity」を耕すことを考察対象とする。 
 これらのスタンスと問題意識を確認し、共同研究テーマの中で筆者自身の研究テーマを都
市アメニティ（Civic Amenities）の研究とし、「街を耕す」との自身の視点を提示した。そ
してさらに、この研究をより一般化する必要性を認識し、自身の関心が広く消費者教育の範
疇としての位置づけが相応しいものと再考し、「消費者教育の社会化」（市民教育）に研究者
としての軸足を置き、商学研究所の共同調査研究活動である「街づくり」論に参画した次第
である。 
 こうした一般的な共同活動や作業過程では、大学人としての多様な関与性故に、余り専門
的研究活動ではないために、ややもすれば単に活動に参加すればいいと考えがちな面も実は
多い。参画する者として、自身の専門性を背景とした関与の軸足を見極めることの必要性を
改めて指摘しておこう。 
 
３．三年間にわたる専修大学商学研究所の活動経緯 
 統一活動テーマ：「大学と地域の共生」、2004 年度テーマ「生田緑地の活性化」 
 ここでは、各年度の活動経緯に関して、筆者が活動ポイントを整理したものを基本に、簡
潔に提示しておく。また、当初から以下に掲げる活動がすべてスムーズに遂行されたわけで
は決してない。時には、試行錯誤の状態もあったことも指摘しておく。なお、活動に関する
詳細の内容について年度報告として、既に以下の商学研究所報に報告集として納められてい
るので参照していただきたい。 
■『専修大学商学研究所報』第 35 巻第７号（2004） 
■『専修大学商学研究所報』第 36 巻第６号（2005） 
 われわれは、統一研究テーマ「大学と地域の共生」と掲げ、初年度より情報収集活動や研
究会ならびに討論を行ってきた。そして最終年度では活動プロジェクトの調査研究テーマと
して「生田緑地の活性化」とした。三年間に亘り活動した内容を整理し、４つの活動に改め
て整理しそれぞれの活動の機能性について指摘しておきたい。 
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３－１．「コミュニティ倶楽部」（川崎市多摩区役所と連携）2002 年～2004 年 
 【狙い】；多摩区職員との定期的なミーティング機能＜課題把握、想いや意識の共有化＞ 
 この活動は、当初、自治体との不定期な情報収集活動の中から、次第にその機能性を顕在
化させて立ち上げたものである。漠とした交流の場から、ある目的を持った交流の場へと、
互いに共通理解を踏まえて、積極性が芽生えたと考える。 
■ 多摩区職員との定期的なミーティング 
 ＜多摩区の重点的な課題の把握･抽出、自治体の想いや意向を確認＞ 
   ⇒ 多摩区の情報ルートの確認 
 ⇒ 多摩市民の地域活動の単独、相互関係、位置づけの把握 
■ プロジェクトメンバーの問題意識の共有 
 ＜メンバーの関心事の着地点を探る、基礎的な地域学習＞ 
   ⇒ 多摩区への関心が深まる 
   ⇒ 関与の姿勢、実行可能性の想定 
 ■ コミュニティ倶楽部の発展性 
   ⇒ 本格的活動への示唆、受け皿として組織化（未完）を認識 
 この活動は三年間という限定期間としての活動であったが、専門性の異なるメンバーが役
割分担と問題意識を共有するためには、先ずは前提となる活動系であり、その重要性を認識
した。今後の交流系が開始される際には、初期から情報サロンとしての組織化が如何に必要
なのかを認識したし次第である。 
 
３－２．研究会活動、施策概要の調査活動 多摩区の重点課題抽出 2002 年～2004 年 
■ 研究会の開催 
研究会は、他大学での活動事例と本学での活動事例ならびに多摩区の施策を通して、多様
な大学人・学生が関与する活動性を炙り出すこと、また多摩区における多様な活動推進の方
向性や可能性を探る議論とした。 
研究会 1 「街づくり」授業の事例研究; 国立市における一橋大学の事例研究   
①人間環境キーステーション構想、 ② ４大学連合･複合領域「生活空間研究」 
③産・学・公・市民の交流、協働の場「総合大学サテライト」教室、④企業家精神醸成
教育「Pro-K」（商店街との連携、地域活性事業策、学生起業家選手権の開催）の展開等。 
 研究会 2 「KS パートナーシップ」と「学外特別研修」について専修大学の事例研究 
①「KS パートナーシップ」（川崎市と相互連携の教育プログラム）の実情 
②「学外特別研修 （インターンシップ）」経済学部の展開内容の紹介等。 
研究会 3 「地域活性化のための市民活動支援の施策について」（株）三菱総合研究所渡辺靖 
①検討対象とする市民活動、②市民活動をめぐる関係団体の強み・弱み、③市民活動支
援の実際、④市民活動支援の方向性等。 
 ■ 施策概要の調査 
 主として、以下の報告書、資料を対象に調査を行った。 
 ①『輝け多摩 －多摩区区作り白書』1997 年 ⇒ 区民と行政のパートナーシップ活動 
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 ②「のぼりとゆうえん隊」2003 年 ⇒「登戸地区商業ビジョン基本計画検討委員会」活動 
 ③ 川崎市政策課題研究報告書『まちを観る～「都市観光」をキーワードとした地域文化
の再発見と地域振興』 他 
  ⇒多摩区の都市観光、自然資源の活用 ⇔「生田緑地」の再生への想いを確認 
  ⇒商店街活性策の提言を確認 
 このような大学における活動事例ならびに多様な市民活動に関する研究のあり方と基本的
理解、さらに多摩区の最近の施策の方向性、活動状況ならびに検討課題等を踏まえた結果、
いずれもわれわれが地域への関心事を深める有効な情報源となり、最終年度の調査研究テー
マを決めるための基礎となった。正しく、われわれの共通の問題意識のブラッシュアップの
機会となった。 
 
３－３．学生参画活動･･･授業「マーケティングリサーチ」ならびに HEIB 講座での活動 
 【狙い】；「生田緑地」に関するフィールドワークと分析、報告会の実施による教育効果 
地域学習として、授業「マーケティングリサーチ」と HEIB 講座では、学生の学習・教育な
らびに交流活動としてそれぞれ参画活動を実施した。ここではその内容を簡潔に示す。 
【学部授業】「マーケティングリサーチ」での展開（担当者 奥瀬 喜之） 
 ◇「生田緑地の利用状況についての調査」フィールドワーク、アンケート調査と分析 
調査結果を踏まえ、課題として①施設に関する事項、②認知に関する事項、③環境整
備に関する事項、④交通手段に関する事項、⑤新企画の事項について、それぞれ現状の
問題点と課題を提示している。 
【HEIB 講座】「本学における女子学生能力開発オプション講座」での展開 
 ◇ 「シティサファリ」の実施 フィールドワークと分析、報告会の実施  
 ４チームがそれぞれ活動テーマを掲げ、課題解決に向けた提案を行っている。４テーマは、
以下の通りで、それについて筆者がその内容の特色を指摘しておく。 
（１）「行く！田緑地」･･･ ＜オールシーズン対応の市民参画活動導入の意義＞ 
（２）「Ｌｅｔ’ｓ ｅｎｊｏｙ！ 国際交流」･･･ 
＜祭事や季節行事での国際文化交流、異文化コミュニケーションの意義＞ 
（３）「世界一の星空を見に行こう」･･･＜学園祭とコラボレーションを狙うイベント開催＞  
（「記念品プレゼント作戦」、星空観察会（学園祭と同時期開催）） 
（４）「星空散策」･･･ ＜日本民家園、青少年記念館、プラネタリウムでの星空散策とウォー
クラリーの波及効果＞ 
これらの学生参画活動の詳細については、拙稿「都市アメニティとしての生田緑地―その 
潜在性力と周辺地域の活性化を探るに―」（前掲所報）を参照していただきたい。いずれの成
果も、生田緑地の現状の問題点を洗い出し、その活性化の策として提案がなされている。こ
れまでの生田緑地再生に向けた「グランドデザイン」が欠如していた故の提案となっている。
学生達の主観性に委ねられた稚拙な内容あるいは調査手法などの限界から正確さを欠くこと
もあるが、学生達の柔らかな発想を基盤とした一連の提案は、一般市民の生田緑地に対する
「想い」を代弁する有効なデータに届いていることを強調しておきたい。 
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３－４．多摩区行事･･･多摩区民祭と連携した商学部 40 周年記念行事から 
 専修大学商学部創設 40周年、商学教育 100 周年を記念して 2004 年 11 月に学生主体の地域
イベントを開催した。 
■ シンポジウム・イベント開催 
 ◇ イベント「専修ナビ；生田緑地スタンプラリー」 
   大学生が主体的に地位行事とかかわり、地域イベントを企画･実施したものである。  
 ◇ 商学部記念公開シンポジウム開催 （商学部・商学研究所共催） 
  「学校と市民がつくる地域の未来～高校･大学生によるまちづくり成功体験」 
   ⇒ 学生の地域への覚醒・参加型教育効果、環境教育への発展 
     川崎市の最大級の自然資源「生田緑地」を通した環境教育、主体的活動 
   ⇒ 今後の地域活動との接点、高大連携、自治体との協働作業の強化･促進 
 これらの活動により、学生達による地元市民との多くの交流、地元企業体（（株）ダイエー
向丘店）との交流、そして多摩区自治体との相互連携へのきっかけが生まれた。学生達が如
何に地域に関心を持つか、単なるボランティア活動を越えた接近が重要となることも認識し
た。学生の組織化の方向性、また地域コミュニティとの連携のあり方への多くの検討材料が
抽出されたと理解する。 
 
４．調査研究活動からの論点 
 三年間に亘る商学研究所と地域との協働作業を踏まえて、筆者が先ず認識したことは次の
ことである。それは、従来までの教育現場領域に限定した手法には限界があるとの認識に他
ならない。 
受動的な教育、一方向的な教育・関与 ⇒ 現場主義、双方向方学習・教育への連携 
への転換と指摘しておこう。実践的な学習・教育として、地域に如何にコミットしていくの
か、地域学習を大学の授業カリキュラムならびにオプションプログラムと連携させる必要性
を強く認識した。以下にいくつかの論点を提示しておこう。 
（１）産学公の連携事業、多様な教育プログラムのあり方、起業化への教育プログラム 
（２）単位認定科目としての導入、機能性の検討、成果評価システムの導入 
（３）地域交流・活動を通した大学（人）の意識変革、地域貢献 
（４）地域に関する学生の意識覚醒、発展教育環境づくりへの可能性  
（５）その他（運用と組織化の側面、評価システムならびに報告会の実施等） 
 これらの検討がなされねばならないが、要は、地域ミッションに対する実践型の学習・教
育、そして調査研究活動が用意されることであろう。そして、ここで改めて主張しておくべ
きことは、先の図１．に示したとおり、コミュニティ（「地域社会」）の中で大学と地域の関
わりの「全体像」を把握すべく諸活動系を再整理し位置づけることと考える。その上で、大
学と地域が連携すべき具体的な「ビジョン」を提示し、実現可能な作業プロセスを企画・実
施していく作業に入ることだろう。そして、個々の活動系に即して特性に基づき整地化の作
業を施すことと考える。 
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 さて、本学において「キャリアセンター」が設置されも次第に活動が活発化することも予
想されるが、そこでの一つの活動領域として、大学と地域との関わり方があろう。センター
として、地域に貢献できる人材開発あるいは在学中に地域に関する多様な問題意識を覚醒し
積極的な活動へ接近する学習・教育の受け皿づくりの役割も担わねばなるまい。 
  
５．おわりに 
 商学研究所が行ってきた三年間の活動を振り返り、最後に成果と課題のポイントを提示し
ておこう。 
［成果］ 
■ 自治体の地域再生活動の進展へ少なからず貢献したこと 
■ 重点的な地域課題、問題をクローズアップしたこと 
■ 自治体との連携における今日的意義を再認識したこと <公の活動･活性化支援> 
■ 市民活動の精緻化、相互交流、大学（人）の地域への覚醒したこと 
  （たとえば、市民教育、コミュニティ･ビジネス支援、市民起業、研究者の専門性と地域
に関する問題意識のマッチングの意義について、意識変化を生んだ。）  
■ 学生力の強化（企画・実践力、交流力、プレゼンテーション力） 
  （たとえば、直接、市民や企業人、自治体職員と触れあい、情報収集や交流活動を通し
て実践的なスキルアップにも繋がったことは大きい。） 
［課題］   
 ■ 事業との連携について 
（地元中小企業や商業活動とのマッチング、起業化支援プロセスの立案等） 
 ■ 運用形式、組織化、活動の情報発信の手法について 
 多摩区には、「まちづくり協議会」があるが、これは市民活動の受け皿といえる。産学公の
連携型活動の中でも、市民・公と学との交流系を先ずは出発とした活動の立ち上げは比較的
容易と理解する。地域における顔の見える関係の中から「次なる歩み」が始まることはボト
ムマップとして望ましく、またその方が活動系は継続性を保つだろう。今回の多摩区・地域
と商学研究所との多様な活動系は、正しく、助走過程を経てきたと実感している。今後の新
たな大学と地域と関わり方、共生に向けた実践的な展開を期待し、商学研究所の活動がその
ための一助となればと願う次第である。 
なお、本稿は、先に開催された専修大学大学院商学研究科および商学研究所共同公開国際
シンポジウムで、筆者が商学研究所の活動を中心に報告した「大学と地域のかかわり－多摩
区における商学研究所の活動から新たな可能性を探る－」の内容を下に、加筆修正したもの
である。 
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